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■ はじめに 

国立市の公共施設（市有建築物、以下同じ）は、高度経済成長期の人口増加に伴い、1970

年代に学校施設を中心として集中的に整備されてきました。それから 40 年以上経過し、

当時建設された多くの建物で老朽化が進み、大規模な改修や建替えなどの対策が必要な状

況となっています。 

 このような状況に対し、国立市では平成 23（2011）年度より基礎資料の作成、大学機

関との調査研究を進め、市民サービス機能の低下をさせず、安心安全な公共施設を将来に

渡って提供していくための取り組み（いわゆる「公共施設マネジメント事業」）の方針とな

る「公共施設等マネジメント基本方針」を策定してきました。 

この取り組みをより現実的に捉え、具体的に推進するため、平成 26（2014）年度に一

定基準以上の公共施設を対象とした構造躯体の健全性評価、構造躯体以外の仕上げなどの

劣化状況調査を実施しました。 

■ 保全計画の位置づけと流れ 
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本庁舎 消防施設 ごみ処理施設 学校施設 教育施設 福祉施設 コミュニティ施設 交通施設 その他

(㎡)

(年)

延べ面積
112,213㎡

庁舎等 消防施設 ごみ処理施設

学校施設 教育施設 福祉施設

コミュニティ施設

交通施設

その他

市民１人あたり
1.5㎡/人

くにたち
福祉会館

くにたち
郷土文化館

くにたち
市民総合体育館

市民芸術
小ホール

市役所
本庁舎

第八小

国立市
公民館

第三中

第三小

中央図書館

第四小
第六小

第一小
第五小

第二小
第二中

第一中

第七小
保健
センター

国立駅南
第1駐輪場

※人口76,371人(令和3年1月1日時点)

築30年未満（平成3（1991）年以降）
延べ面積 13,312㎡(12%)

築30年以上（平成2（1990）年以前）
延べ面積 98,901 ㎡(88%)

築年別整備状況

公共施設保全計画（改定版）
令和3 （2021）年3月・本計画

技術的見地から見た公共建築物の老朽化

状況と建設に関わるコスト、保全計画年

表をまとめたもの。（保全方針・基準）

国立市の公共施設の88％は、築30年以
上経過しており、老朽化が進行している
可能性がある。

公共施設を適切に保全するためには、各
施設ごとの老朽化状況について詳細に把
握する必要がある。

公共施設白書
平成28 （ 2016 ）年3月

公共施設の運営に関わる基礎データを収録
したもの。
平成26 （ 2014 ）年度のデータを基にし
た第2版。
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 本計画は、その結果を基に保全関連事業の工程を立案し、更に保全の優先順位を客観的

視点により定義するとともに、財政負担の軽減を図るために事業の平準化までを検討した

もので、平成 27（2015）年 5 月に初版を策定しました。本書は前回策定時から５年が

経過したことから、改めて公共施設の状況を調査し、内容を見直した改定版となります。 

本計画の内容は、技術的見地から建築物のあるべき保全について検討したものであるこ

とから、様々な計画・方針の基礎資料として活用し、実際の事業遂行は社会情勢や市民サ

ービスの視点を踏まえ、実施計画において具体的時期を定め、予算編成の中で決定してい

きます。 

 

 

 

 

 

  

鉄筋コンクリート造及び、
鉄骨鉄筋コンクリート造の建物
52施設、68棟、10.3万㎡

鉄筋の腐食度

コンクリート圧縮強度

コンクリート中性化深さ

目視調査

67施設、84棟、11.2万㎡

評価 基準

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

概ね良好

安全上、機能上、問題なし

安全上、機能上、低下の兆し
が見られる
安全上、機能上に問題があり、
早急に対応する必要がある

⚫施設別に長寿命化の可

否を判定

⚫残存耐用年数に応じた

修繕・改修の時期及び

コスト

⚫目標使用年数の設定

⚫残存耐用年数に応じた修

繕・改修のタイプ分類

⚫改修の整備レベルの設定

⚫優先度評価基準の設定

劣化状況の実態把握

構造躯体の健全性評価

構造躯体以外の劣化状況調査

施設別の評価結果

保全に係る基準の設定
（保全の方針）

今
後
50
年
間
の
修
繕
・
改
修
及
び
建
替
え
コ
ス
ト
推
計

[評価基準]

[調査対象]

技術者による目視を主体とする
調査。各部の劣化状況を4段階で
評価

[評価の観点]

[調査対象]

耐震診断時のデータに加え、新た
に調査を実施。

残存耐用年数
20年未満

残存耐用年数
20年～40年

残存耐用年数
40年以上

区分 施設名

14施設

22施設

31施設

公共施設等
総合管理計画
平成29 （2017）年

3月
主に人口・財政の
面から超長期視点
で行政運営に影響
を及ぼす状況を総
体的に判断し、マ
ネジメントの方針
を示したもの。

公共施設
再編計画

総合管理計画に基
づき、中期におけ
る事業の各事務実
施時期や方針、計
画の具体的検討内
容を示すもの。

実施計画

公共施設白書
平成28 （ 2016 ）年3月

公共施設の運営に関わる基礎データを収録
したもの。
平成26 （ 2014 ）年度のデータを基にし
た第2版。
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＜注意事項＞ 

１（１）本書における建築面積および築年数は、令和 2（2020）年 3月 31 日時点の数値です。 

（２）上記以外の数値につきましては、特記によります。 

２ 用語の定義 

「建物（数）」とは、実在する棟数を示します（例：学校は、同一敷地に校舎棟や屋内運動場など

複数の建物が存在します）。 

「施設（数）」とは、建物用途により分類した数を示します（例：学校は、同一敷地に存在する校

舎棟や屋内運動場をまとめ、1 施設として数えます）。 


